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はじめに
本共同研究は、現代社会において宗教（宗教者や宗教組織）

がかかわる開発実践を広義に捉え、その活動を取り巻く社会
的状況を含めて民族誌的な事例を収集および考察することを
目的としている。本共同研究は 2013年 10月に始動したばか
りであり、これまでに 2回（11月、2月）の研究会を開催し
たが、まだ成果を述べる段階には達していない。以下では、
おもに筆者が本共同研究を企画するに至った経緯を述べた後
で、今後の研究指針について簡単にまとめる。

ソロモン諸島の紛争復興と教会
筆者は 2001年からソロモン諸島で調査を開始し、宗教と

社会変動に関する人類学的研究をおこなってきた。同諸島で
は 1998年から 2003年にかけて大規模な民族紛争が発生し、
破綻国家といわれるほどの政治的・経済的な打撃を経験した。
紛争からの復興にさいして、海外の援助機関は、汚職が取り
沙汰されるソロモン諸島政府よりも、NGOなどの市民社会組
織に対する開発援助を拡充する方針を打ち出した。これは世
界的な趨勢を反映するものでもあった。9・11テロ事件以降、
米国および同調する国々の間では、破綻国家にテロリストが
蔓延するのを防ぐためにはローカル・ガバナンス構築が急務
であり、そのために市民社会組織を形成・強化するという認
識が共有されていたからである。
こうしてソロモン諸島では、多くの援助が市民社会組織に

流れ込んだ。そこで主役となったのが、キリスト教系の NGO

である。同諸島では、総人口の 95パーセント以上はキリスト
教徒であり、また NGOの約 80パーセントがキリスト教系と
いわれている。筆者の調査地であるニュージョージア島北部で
は、教会が複数の NGOを創設し、それが受け皿組織となって
政府を経由することなくオーストラリアからの資金・技術援

助を獲得し、大規模な植林プロジェクトがおこなわれた。す
なわち、教会の宗派的ネットワークが村落の人びとと国際的
な援助機関や海外の研究機関を結びつけ、地域開発が展開し
たのである。
この植林プロジェクトにおいて、教会の指導者の多くは、

教会独自およびキリスト教的な労働倫理に訴えることもあっ
たが、それよりも環境保護や持続可能な開発の重要性、オー
ストラリアの研究者によってもたらされた植林技術の先進性
などを強調した。その一方で、同プロジェクトに参加する一
般信徒の間では、さまざまな反応がみられた。教会の指導者
に従って植林することが最終的には宗教的な救いにつながる
と考える者もいれば、植林による経済的利益の獲得という世
俗的な救いに活動の意義を見出す者もいた。とくに後者のな
かには、呪術的な慣行を密かに植林に用いる者も含まれる。
また、教会が開発にかかわることを批判する者も皆無ではな
かった。植林活動は苗床や植林地の開墾など多くの共同作業
を必要とするにもかかわらず、当初、人びとの足並みはあま
り揃わなかった。それは教会主導の開発政策に対する認識の
相違に起因するといえるが、現代的文脈における宗教の問い
直しとも関連付けて考える必要がある。
また、同時期において、教会は、国家レベルにおいても

その存在意義を発揮していた。紛争以後、政府の無策ぶりが
批判された一方で、上記のような開発のほか、平和構築や避
難民支援に多大な貢献を果たしたのは、アングリカン教会を
筆頭に主流派教会で構成するソロモン諸島キリスト教連盟で
あった。こうした状況を背景にして、1978年の国家独立以来、
政治には真正面から口を挟むことはなかった同連盟は、政府
や政治家に対する具体的な批判を公にした。これに対して政
府は黙っておらず、首相自らが「教会は政治から退却すべき
である」という内容のプレスリリースを発した。教会と海外
の援助機関の関係は親密さを増す一方で、教会と政府との溝
はますます深まるという状況にある。
ソロモン諸島における宗教・開発・国家をめぐる新しい動

向は、紛争復興の行方はもちろんのこと、同諸島の宗教と公
共性および一般信徒の宗教認識などを考えるうえで、興味深
い研究テーマになると思われる。これが本共同研究を構想す
るに至った経緯である。

宗教・開発・国家
近年の宗教と開発の結びつきは、ソロモン諸島では紛争復

興という固有の文脈があるものの、多かれ少なかれ世界的に
生起している現象ともいえる。

1980年代以降、世界各地で宗教復興が顕在化すると同時に、
公共領域における宗教の影響力が増大している。その背景に
は、新自由主義経済の浸透による国家財政の緊縮化とそれにと
もなう社会福祉サービスの低下がみられるなか、宗教、およ
び宗教に基盤を置く組織（FBO: Faith-Based Organizations）

紛争で破壊された首都ホニアラの建物（2001年 1月、ソロモン諸島ガダル
カナル島）。
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が、社会開発に積極的に参画するというグローバルな流れが
あることを指摘できる。そのさい、宗教が有する独自のネッ
トワークに基づき、地域社会・援助供与国・NGOなどと連携
しておこなわれることが多い。それはまた、市民社会組織に
よる公共的なサービスの代行、国際開発援助の方針転換（人
間開発や精神的な豊かさおよびローカル・ガバナンス強化へ
の注目）などの動きにも後押しされている。近年のグローバ
ル支援体制下において、宗教は公共領域に位置づけられ、ま
たそのような存在として振る舞うことが期待されているとい
えよう。
このことは、開発途上国でより顕在化していると思われる

が、日本もまた例外ではない。社縁・地縁・血縁など既存の
関係およびセーフティーネットが希薄化している今、「新しい
公共」の一角を担う存在として、宗教組織や FBOの働きに注
目する機運が高まっている。とくに東日本大震災以降、宗教
者と研究者が連携する形で、宗教の社会貢献や、ソーシャル
キャピタルといった社会性を見直そうとする動きがみられる。
そこでは、宗教が公共的な課題との具体的なかかわりをもつ
ことで、一般社会も宗教をソーシャルキャピタルとして活用
し、規範意識や互助的関係を活性化できるといった視点から、
おもに現代日本における宗教の存在意義等が論じられている
（稲場・櫻井 2009）。宗教の社会的な活動に対する認知度が低
く、また全体的に宗教不信ともいわれる日本に固有の状況を
考慮する必要はあるものの、宗教をめぐる新しい動きの芽生
えを指摘できる。

本共同研究の指針
宗教による開発、とくに教育、社会福祉、慈善事業、人道

的救済などは、歴史的に実践されてきたことであり、経済的、
政治的、社会文化的、民族的、国家的な問題などの世俗的事
象と密接に結びついてきた。しかし、それは、近代化過程で
国家開発計画から排除される傾向にあったといえる。かつて
文化人類学では、研究対象によって違いはあるものの、この
現象をおもに文明化論・近代化論の枠組みで論じてきた。と
はいえ、ポスト近代的な現代のグローバル状況下においては、
宗教による開発実践は、開発・環境・人権・統治などに関す
る言説、国内外の政策、資本主義経済などと絡み合い、新し
い意味や価値を帯びている。たとえば、国家財政の緊縮化や
国際開発援助の政策転換にともなって、宗教による開発が外
部から要請される一方で、宗教にとってもそれに応えること
で自己の存在をアピールし、組織の維持・発展をはかるとい
う動きがみられる。あるいは、そのような動きに逆行するこ
とで差異化をはかる、もしくは神聖性を保持する場合もある。
その一方で、一般信徒の側では、宗教と開発の関係性を問い
直したり、自らの宗教的な経験を再帰的に秩序化することが
起こり得る。
本共同研究では、このような宗教が開発にかかわる現象を

めぐって、①宗教の理念や規範、②宗教と世俗の関係、③宗
教と公共性という 3点に注目する。まず、①同現象に反映さ
れる宗教固有の理念や規範およびネットワークの性質を明ら
かにし、そこに宗教的要素がどの程度組み込まれているのか
について考察をおこなう。そのさい、当該宗教の制度的・法
的な位置づけのほか、開発の実施体制との関連性なども視野
に入れる必要がある。つぎに、②宗教による開発が契機とな

り、宗教と世俗、および聖と俗の質的関係にどのような影響
を及ぼしているのか、あるいはこうした関係に還元されない
在来のメカニズムとは何かについて明らかにする。この問題
は、聖と俗をめぐる伝統的な観念、宗教者と一般信徒の相互
関係などの相違によって異なった形で表出するはずである。
最後に、③宗教による開発が、公共性の形成およびその変容
の喚起につながるかという点である。当該宗教の社会的位置
づけ、公共的な課題との関連性、そしてミクロ・マクロ双方
の文脈を視野におさめることで、宗教と公共性というテーマ
に発展可能と考える。
以上の点をおもに念頭において調査・研究を進めることで、

宗教と世俗が絡まり合い、それが公共性にも影響を与えるよ
うなポスト世俗主義的な状況にアプローチする足掛かりをつ
くりたいと考えている。
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